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　国内の設計自動化ツール（EDA）技術の発展を目的とし、EDA開発に携わる国内ベンチャー企業によ








　2006 年１月 23 日、設計自動化ツール（EDA：
Electronic Design Automation という）開発に携わ
る日本のベンチャー企業が集い、「日本EDAベン
チャー連絡会」（会長：石橋眞一氏、以下：JEVeC
と略す）が設立された。設立目的は、日本のEDA
の発展であり、設立趣意書には日本の現状が次の
様に述べられている。
　「日本の電子工業は、セットメーカー、電子部品
メーカー、材料メーカー、装置メーカー、デザイ
ンハウスから構成され、いずれもその技術や製品
においてグローバルな競争力を有し、これらの総
合力が日本の力の源泉の一つとなっている。その
中において、これらの製品開発の重要要素である
製品企画および設計において、競争力に直結する
不可欠の役割を担うEDAは、その多くを米国製品
に依存し、日本のEDAは産業として電子工業の中
で相対的に弱小の存在である。また、電子デバイ
スの機能規模拡大に伴う検証や、ソフトウェア協
調設計における諸難題、低消費電力とハイスピー
ド双方への高い要求、微細化の進展と歩留まり向
上、開発期間の短縮等、開発者の課題は増大する
一方である。こうした課題はEDAと歩調を合わせ
て実際的に解決していくことが極めて有効である
ものの、現在はこうしたEDAが日本国内にバラン
ス良く育っていないのが実状となっている。」
　EDAは、かつては大手の半導体メーカーや装
置メーカーで独自のEDAを開発し利用すること
で優れた技術を保持･蓄積していた。しかし、米国
EDAベンダー製のEDAが広く普及するにつれ、
国内の半導体及び装置メーカーは自社製開発から
導入へと方向を転換した。その結果、現在のLSI
設計現場では米国のEDAベンダー製品に多くを依
存する状態となっている。自社製開発からの撤退
は、EDA技術者の離散と技術力の低下を招くこと
になった。EDAの技術力低下は長期的には設計技
術力の低下につながるため、その維持・継承は重
要な課題である。
　設立趣意書には、また次の様にも述べられてい
る。「近年、電子デバイス業界の内部で活躍してい
た優秀なEDA技術者や大学の先生が多数EDAベ
ンダーを創業するなどの新しい流れも生まれてい
る。そして、技術内容も上流設計からDFM注）に
まで大きく広がっている。米国大手企業の寡占の
中で、個別技術要素に強い日本のEDAが成長して
いくためには、この流れを更に大きくしていくこ
とが望まれる。」
　半導体開発は、現在、前記した難しい課題に直
面しており、個別技術要素を統合した全体最適を
指向する EDAが強く望まれている。日本の技術
力が弱体化する前に、EDA開発に携わっている
技術者が、互いに強みを活かした連携を模索し協
力することで、一丸となって世界に通用するEDA
ツール開発を目指す考えである。現在の会員企業
数は 20社（他に１団体）であり、主な活動内容と
して以下を挙げている。
① 企業や大学研究機関における EDA関連情報
の整備およびネットワーク作り
②EDA関連事業の起業支援
③共同開発、共同受託、事業協力、技術提携の支援
④特許等知的所有権の相互利用の斡旋
⑤産学連携の強化：共同研究開発　　等
　まず、会員企業数の拡大と会員企業が保有して
いる技術力の相互確認および外部への発信のため、
半年を目処に会員企業や国内大学の所有する技術
を一覧できるマップを作成し、以降、段階的に活
動を拡げていく予定である。
注）DFM：Design For Manufacturability
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